
第１７回医療経済実態調査（医療機関等調査）

における調査票（案）

○ 病院調査票 1

○ 一般診療所調査票 9

○ 歯科診療所調査票 15

○ 保険薬局調査票 21

中 医 協  実 － ３

２ １ ． ３ ． １ ８



（案）
Ｈ 医

㊙

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（病院調査票）

（提出期限　平成２１年７月○日）

（宛名ラベル貼付位置）

必ずご記入ください

貴施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

総務省承認 ＮＯ．＊＊＊＊＊

承認期限 平成 年 月 日まで

1



第１　基本データ

 １　貴院の開設者 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立（独立行政法人含む） 　　２　公立　　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　 　　５　医療法人

６　個人　　７　その他の法人 ①

 ２　病床の状況 （平成２１年６月３０日現在）

一般病床 療養病床 精神科病床 結核病床 感染症病床 合　　計

許可病床数 ② 床 ③ 床 ④ 床 ⑤ 床 ⑥ 床 ⑦ 床

 ３　処方の状況 （平成２１年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ⑧ 回

処方料の算定（院内処方）の回数 ⑨ 回

 ４　特定入院料の算定状況 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号（１又は２）を記入してください。）

１　回復期リハビリテーション病棟入院料 １　算定している　・　２　算定していない

２　小児入院医療管理料１又は２又は３ １　算定している　・　２　算定していない

３　亜急性期入院医療管理料 １　算定している　・　２　算定していない

４　ハイケアユニット入院医療管理料 １　算定している　・　２　算定していない

 ５　入院基本料等の状況 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

１　一般病棟入院基本料 　１　７対１　・　２　準７対１　・　３　１０対１　・　４　１３対１　・　５　１５対１

　６　特別入院基本料　・　７　該当していない

２　特定機能病院入院基本料（一般病棟） 　１　７対１　・　２　１０対１　・　３　該当していない

 ６　承認等の状況 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

　地域医療支援病院の承認の有無 １　あり　　・　　２　なし

 ７　救急医療の状況 （直近の事業年（度）の実績で、該当する番号を記入してください。）

　年間の緊急入院患者数が２００名以上 １　いる　　・　　２　いない

 ８　直近の事業年（度）

（個人立の場合は記入の必要はありません。） 平成 年 月 ～ 平成 年 月
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第２　損　　益

 Ⅰ　医業収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　入院診療収益（患者負担含む） ①
　億 百万 　千 　円

⑥
　億 百万 　千 　円

 ２　特別の療養環境収益 ② ⑦

 ３　外来診療収益（患者負担含む） ③ ⑧

 ４　その他の医業収益 ④ ⑨

医業収益合計 ⑤ ⑩

 Ⅱ　介護収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　施設サービス収益 ⑪
　億 百万 　千 　円

⑯
　億 百万 　千 　円

 ２　居宅サービス収益 ⑫ ⑰

（うち）短期入所療養介護分 ⑬ ⑱

 ３　その他の介護収益 ⑭ ⑲

介護収益合計 ⑮ ⑳

※ 病院として介護保険事業を実施していない場合は、記入の必要はありません。

 Ⅲ　その他の収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　受取利息及び配当金 記入不要 22
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の収益 21
　億 百万 　千 　円

23

その他の収益合計 記入不要 24
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 Ⅳ　医業・介護費用

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （平成２１年６月分）

 １　材料費 （１）医薬品費 25
　億 百万 　千 　円

34
　億 百万 　千 　円

（２）診療材料費・医療消耗器具備品費 26 35

（３）歯科材料費 27 36

（４）給食用材料費 28 37

 ２　給与費 記入不要 38

 ３　委託費 29 39

 ４　設備関係費 30 40

（うち）減価償却費 41

（うち）建物減価償却費 記入不要 42

（うち）医療機器減価償却費 43

（うち）土地賃借料 31 44

 ５　経　費 32 45

 ６　その他の医業・介護費用 33 46

医業・介護費用合計 記入不要 47

 Ⅴ　その他の費用

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　支払利息 記入不要 49
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の費用 48
　億 百万 　千 　円

50

 Ⅵ　特別損益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　特別利益 51
　億 百万 　千 　円

 ２　特別損失 52

 Ⅶ　補助金・負担金等

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　人件費補助 53
　億 百万 　千 　円

 ２　運営費補助 記入不要 54

 ３　設備費補助 55

（「第３　給与」の71欄の金額を記入してください。）

記入不要
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第３　給　　与

 Ⅰ　給料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 給　　　料 人　　員 給　　　料

　病院長 ① 人 ⑫
　億 百万 　千 　円

23 人 34
　億 百万 　千 　円

　医   師 ② 人 ⑬ 24 人 35

　歯科医師 ③ 人 ⑭ 25 人 36

　薬剤師 ④ 人 ⑮ 26 人 37

　看護職員 ⑤ 人 ⑯ 27 人 38

　看護補助職員 ⑥ 人 ⑰ 28 人 39

　医療技術員 ⑦ 人 ⑱ 29 人 40

　事務職員 ⑧ 人 ⑲ 30 人 41

　技能労務員・労務員 ⑨ 人 ⑳ 31 人 42

⑩ 人 21 32 人 43

合　　　計 ⑪ 人 22 33 人 44

 Ⅱ　賞与

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 賞　　　与 人　　員 賞　　　与

　病院長 45 人 55
　億 百万 　千 　円

　医   師 46 人 56

　歯科医師 47 人 57

　薬剤師 48 人 58

　看護職員 記入不要 記入不要 49 人 59

　看護補助職員 50 人 60

　医療技術員 51 人 61

　事務職員 52 人 62

　技能労務員・労務員 53 人 63

54 人 64

 Ⅲ　給与費等の内訳

給与費内訳 平成２１年６月分 直近の事業年（度）

非常勤職員給料 65
　億 百万 　千 　円

67
　億 百万 　千 　円

賞与支給額 68

退職給付費用 69

法定福利費 66 70

給与費等の合計 記入不要 71

※ 71 欄 ＝ 44 欄 ＋ 67 欄 ＋ 68 欄 ＋ 69 欄 ＋ 70 欄

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

記入不要
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第４　資 産 ・ 負 債

○

資　産　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 ①
　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　固定資産 ②

 Ⅲ　繰延資産 ③

資　産　合　計 ④

 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅳ　流動負債 ⑤
　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債 ⑥

負　債　合　計 ⑦

個人立病院は平成２０年１２月３１日現在、個人立以外の病院は平成２１年３月末までに終了した直近の事業年
（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
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第５　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ①
　億 百万 　千 　円

損害保険料 ②

寄付金 ③

※

税金（直近の事業年(度)の年額） 金　　額

所得税・法人税　（給与の源泉徴収分は除く） ④
　億 百万 　千 　円

住民税　（給与の源泉徴収分は除く） ⑤

事業税 ⑥

※ 個人立病院については記入の必要はありません。

通勤手当（直近の事業年（度）の年額） 金　　額

通勤手当 ⑦
　億 百万 　千 　円

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。
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（案）
Ｃ 医

㊙

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（一般診療所調査票）

（提出期限　平成２１年７月○日）

（宛名ラベル貼付位置）

必ずご記入ください

貴施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

総務省承認 ＮＯ．＊＊＊＊＊

承認期限 平成 年 月 日まで
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第１　基本データ

 １　貴院の開設者 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

　　　１　個人　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　３　その他 ①

 ２　主たる診療科目

（平成２１年６月３０日現在、広告する診療科目のうち、主たる診療科目の番号  （別添「記入要領」○ページ参照）を記入してください。） ②

 ３　病床の状況（有床診療所のみ記入してください） （平成２１年６月３０日現在）

許可病床数 ③ 床

 ４　処方の状況 （平成２１年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ④ 回

処方料の算定（院内処方）の回数 ⑤ 回

 ５　直近の事業年（度）　　　　

（個人立の場合は記入の必要はありません。） 平成 年 月 ～ 平成 年 月
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第２　損　　益

 Ⅰ　医業収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　入院診療収益 （１）保険診療収益（患者負担含む） ①
　億 百万 　千 　円

⑨
　億 百万 　千 　円

（２）公害等診療収益 ② ⑩

（３）その他の診療収益 ③ ⑪

 ２　外来診療収益 （１）保険診療収益（患者負担含む） ④ ⑫

（２）公害等診療収益 ⑤ ⑬

（３）その他の診療収益 ⑥ ⑭

 ３　その他の医業収益 ⑦ ⑮

医業収益合計 ⑧ ⑯

 Ⅱ　介護収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　施設サービス収益 ⑰
　億 百万 　千 　円

22
　億 百万 　千 　円

 ２　居宅サービス収益 ⑱ 23

（うち）短期入所療養介護分 ⑲ 24

 ３　その他の介護収益 ⑳ 25

介護収益合計 21 26

※ 診療所として介護保険事業を実施していない場合は、記入の必要はありません。

 Ⅲ　医業・介護費用

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　給与費 （「第３　給与」の71欄を記入してください。） 記入不要 33
　億 百万 　千 　円

 ２　医薬品費 27
　億 百万 　千 　円

34

 ３　材料費 28 35

（うち）給食用材料費 29 36

 ４　委託費 30 37

 ５　減価償却費 38

（うち）建物減価償却費 記入不要 39

（うち）医療機器減価償却費 40

 ６　その他の医業・介護費用 31 41

（うち）土地賃借料 32 42

（うち）支払利息 43

医業・介護費用合計 44

記入不要
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第３　給　　与

 Ⅰ　給料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 給　　　料 人　　員 給　　　料

① 人 ⑫
　億 百万 　千 　円

23 人 34
　億 百万 　千 　円

　医   師 ② 人 ⑬ 24 人 35

　歯科医師 ③ 人 ⑭ 25 人 36

　薬剤師 ④ 人 ⑮ 26 人 37

　看護職員 ⑤ 人 ⑯ 27 人 38

　看護補助職員 ⑥ 人 ⑰ 28 人 39

　医療技術員 ⑦ 人 ⑱ 29 人 40

⑧ 人 ⑲ 30 人 41

　技能労務員・労務員 ⑨ 人 ⑳ 31 人 42

⑩ 人 21 32 人 43

合　　　計 ⑪ 人 22 33 人 44

 Ⅱ　賞与

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 賞　　　与 人　　員 賞　　　与

45 人 55
　億 百万 　千 　円

　医   師 46 人 56

　歯科医師 47 人 57

　薬剤師 48 人 58

　看護職員 記入不要 記入不要 49 人 59

　看護補助職員 50 人 60

　医療技術員 51 人 61

52 人 62

　技能労務員・労務員 53 人 63

54 人 64

 Ⅲ　給与費等の内訳

給与費内訳 平成２１年６月分 直近の事業年（度）

非常勤職員給料 65
　億 百万 　千 　円

67
　億 百万 　千 　円

賞与支給額 68

退職給付費用 69

法定福利費 66 70

給与費等の合計 記入不要 71

※ 71 欄 ＝ 44 欄 ＋ 67 欄 ＋ 68 欄 ＋ 69 欄 ＋ 70 欄

記入不要

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）
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第４　資 産 ・ 負 債

○

○

資　産　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 ①
　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　固定資産 ②

 Ⅲ　繰延資産 ③

資　産　合　計 ④

 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅳ　流動負債 ⑤
　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債 ⑥

負　債　合　計 ⑦

個人立診療所は平成２０年１２月３１日現在、個人立以外の診療所は平成２１年３月末までに終了する直近の
事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。

この調査票は、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出した個人立診療所及び個人立以外の
診療所（医療法人立診療所など）のみ記入してください。

- 4 - 13



第５　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ①
　億 百万 　千 　円

損害保険料 ②

寄付金 ③

※

通勤手当（直近の事業年（度）の年額） 金　　額

通勤手当 ④
　億 百万 　千 　円

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。
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（案）
Ｄ 医

㊙

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（歯科診療所調査票）

（提出期限　平成２１年７月○日）

（宛名ラベル貼付位置）

必ずご記入ください

貴施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

総務省承認 ＮＯ．＊＊＊＊＊

承認期限 平成 年 月 日まで
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第１　基本データ

 １　貴院の開設者 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

　　　１　個人　　　　　　　　　　２　医療法人　　　　　　　　　　３　その他 ①

 ２　ユニット数 （平成２１年６月３０日現在） ② ユニット

 ３　処方の状況 （平成２１年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 ③ 回

処方料の算定（院内処方）の回数 ④ 回

 ４　直近の事業年（度）　　　　

（個人立の場合は記入の必要はありません。） 平成 年 月 ～ 平成 年 月
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第２　損　　益

 Ⅰ　医業収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　保険診療収益（患者負担含む） ①
　億 百万 　千 　円

⑥
　億 百万 　千 　円

 ２　労災等診療収益 ② ⑦

 ３　その他の診療収益 ③ ⑧

 ４　その他の医業収益 ④ ⑨

医業収益合計 ⑤ ⑩

 Ⅱ　介護収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　居宅サービス収益 ⑪
　億 百万 　千 　円

⑭
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の介護収益 ⑫ ⑮

介護収益合計 ⑬ ⑯

※ 歯科診療所として介護保険事業を実施していない場合は、記入の必要はありません。

 Ⅲ　医業・介護費用

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　給与費 記入不要 22
　億 百万 　千 　円

 ２　医薬品費 ⑰
　億 百万 　千 　円

23

 ３　歯科材料費 ⑱ 24

 ４　委託費 ⑲ 25

 ５　減価償却費 26

（うち）建物減価償却費 記入不要 27

（うち）医療機器減価償却費 28

 ６　その他の医業・介護費用 ⑳ 29

（うち）土地賃借料 21 30

（うち）支払利息 31

医業・介護費用合計 32

（「第３　給与」の59欄を記入してください。）

記入不要
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第３　給　　与

 Ⅰ　給料

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 給　　　料 人　　員 給　　　料

① 人 ⑩
　億 百万 　千 　円

⑲ 人 28
　億 百万 　千 　円

　歯科医師 ③ 人 ⑪ ⑳ 人 29

　歯科衛生士 ③ 人 ⑫ 21 人 30

　歯科技工士 ④ 人 ⑬ 22 人 31

　薬剤師 ⑤ 人 ⑭ 23 人 32

⑥ 人 ⑮ 24 人 33

　その他の職員 ⑦ 人 ⑯ 25 人 34

⑧ 人 ⑰ 26 人 35

合　　　計 ⑨ 人 ⑱ 27 人 36

 Ⅱ　賞与

常　勤　職　員 （平成２１年６月分） 常　勤　職　員 （直近の事業年（度））

職　　　種 人　　員 賞　　　与 人　　員 賞　　　与

37 人 45
　億 百万 　千 　円

　歯科医師 38 人 46

　歯科衛生士 39 人 47

　歯科技工士 記入不要 記入不要 40 人 48

　薬剤師 41 人 49

42 人 50

　その他の職員 43 人 51

44 人 52

 Ⅲ　給与費等の内訳

給与費内訳 平成２１年６月分 直近の事業年（度）

非常勤職員給料 53
　億 百万 　千 　円

55
　億 百万 　千 　円

賞与支給額 56

退職給付費用 57

法定福利費 54 58

給与費等の合計 記入不要 59

※ 59 欄 ＝ 36 欄 ＋ 55 欄 ＋ 56 欄 ＋ 57 欄 ＋ 58 欄

記入不要

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役   員
（上記の職種に従事している者を除く）

　院   長
（個人立の開設者本人を除く）
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第４　資 産 ・ 負 債

○

○

資　産　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 ①
　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　固定資産 ②

 Ⅲ　繰延資産 ③

資　産　合　計 ④

 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅳ　流動負債 ⑤
　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債 ⑥

負　債　合　計 ⑦

この調査票は、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出した個人立歯科診療所及び個人立以
外の歯科診療所（医療法人立歯科診療所など）のみ記入してください。
個人立歯科診療所は平成２０年１２月３１日現在、個人立以外の歯科診療所は平成２１年３月末までに終了す
る直近の事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
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第５　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ①
　億 百万 　千 　円

損害保険料 ②

寄付金 ③

※

通勤手当（直近の事業年（度）の年額） 金　　額

通勤手当 ④
　億 百万 　千 　円

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。
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（案）
Ｐ 医

㊙

平成２１年６月

医 療 経 済 実 態 調 査

（保険薬局調査票）

（提出期限　平成２１年７月○日）

（宛名ラベル貼付位置）

必ずご記入ください

貴施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

厚 生 労 働 省
中央社会保険医療協議会

総務省承認 ＮＯ．＊＊＊＊＊

承認期限 平成 年 月 日まで
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第１　基本データ

 １　貴薬局の開設主体 （平成２１年６月３０日現在、該当する番号を記入してください。）

１　法人 ２　個人 ①

 ２　保険調剤の状況

処方せん枚数 （平成２１年６月１か月間） ② 枚

（うち）後発医薬品を調剤した処方せん枚数 （平成２１年６月１か月間） ③ 枚

④ ％

 ３　調剤用備蓄医薬品品目数 内用薬 外用薬 注射薬

 （薬価基準収載品目） （平成２１年６月３０日現在） ⑤ 品目 ⑥ 品目 ⑦ 品目

（うち）後発医薬品品目数 ⑧ 品目 ⑨ 品目 ⑩ 品目

 ４　従事者の状況 （平成２１年６月３０日現在）

職種 事務職員 その他の職員 合　　計

従事者数 ⑪ 人 ⑫ 人 ⑬ 人 ⑭ 人

 ５　直近の事業年（度）　　　　

（個人立の場合は記入の必要はありません。） 平成 年 月 ～ 平成 年 月

薬剤師
(個人立の開設者本人を除く)

調剤した全ての医薬品の数量 （薬価基準の規格単位ベース）のうち後発医薬品の
割合（平成２１年６月１か月間）
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第２　損　　益

 Ⅰ　収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　保険調剤収益（患者負担含む） ①
　億 百万 　千 　円

⑤
　億 百万 　千 　円

 ２　公害等調剤収益 ② ⑥

 ３　その他の薬局事業収益 ③ ⑦

収益合計 ④ ⑧

 Ⅱ　介護収益

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　居宅サービス収益 ⑨
　億 百万 　千 　円

⑫
　億 百万 　千 　円

 ２　その他の介護収益 ⑩ ⑬

介護収益合計 ⑪ ⑭

※ 保険薬局として介護保険事業を実施していない場合は、記入の必要はありません。

 Ⅲ　費用

科　　　目 金額 （平成２１年６月分） 金額 （直近の事業年（度））

 １　給与費 ⑮
　億 百万 　千 　円

22
　億 百万 　千 　円

 ２　医薬品等費 ⑯ 23

（うち）調剤用医薬品費 ⑰ 24

 ３　委託費 ⑱ 25

 ４　減価償却費 26

（うち）建物減価償却費 記入不要 27

（うち）調剤用機器減価償却費 28

 ５　その他の経費 ⑲ 29

（うち）土地賃借料 ⑳ 30

（うち）利子割引料 21 32

費用合計 記入不要 33
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第３　資 産 ・ 負 債

○

○

資　産　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 ①
　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　固定資産 ②

 Ⅲ　繰延資産 ③

資　産　合　計 ④

 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額

 Ⅳ　流動負債 ⑤
　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　固定負債 ⑥

負　債　合　計 ⑦

この調査票は、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出した個人薬局及び個人薬局以外の薬
局のみ記入してください。
個人薬局は平成２０年１２月３１日現在、個人薬局以外の薬局は平成２１年３月末までに終了する直近の事業
年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。
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第４　租税公課等

租税公課等 （直近の事業年（度）の年額） 金　　額

租税公課（※） ①
　億 百万 　千 　円

損害保険料 ②

寄付金 ③

※

通勤手当（直近の事業年（度）の年額） 金　　額

通勤手当 ④
　億 百万 　千 　円

「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、
登録免許税など）、公共的な性格をもつ会費や賦課金（医師会費や町内会費など）です。
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